


 

  













































































































































































































































































































































 

◆高梁川流域圏から検索（倉敷市など10市町と圏域） 

 

 

 

◆タグからのデータ検索 

統計、外国人、観光、宿泊、国際化、世帯、環境、工業、健康、人口、

防災、選挙、病院、業種、就業者、家族、学校、子育て、公共サービス、

住居、事業所、インターネット、要介護、製品出荷額、行政、港湾など、 

 

 

 

◆グループからのデータ検索 

住宅・土地・建設、エネルギー・水、人口・世帯、国土・気象、農林

水産業、情報通信・科学技術、労働・賃金、商業・サービス業、鉱工業、

企業・家計・経済、運輸・観光、社会保障・衛生、行政等 
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【高梁川流域市町】 

市町名 供用開始日 

笠岡市 H28.4.1 

高梁市 H28.4.1 

総社市・矢掛町 H29.4 月中に供用開始 

浅口市 H29 年度中に供用開始予定 

 

４ 利用手続き等 

・インターネットによる利用登録が必要（メールアドレスの登録のみで

利用できる）。 

・１回あたりの利用時間は 30 分 

・利用回数の制限なし 

◎ 接続方法は、Wi－Fi 対応のモバイル端末でネットワークＩＤ

「Kurashiki_Free_Wi-Fi」に接続し、利用登録画面で氏名とメールア

ドレスを登録。WEB 等を用いた無線の暗号化は行っていない。 

モバイル端末向け専用アプリ「japan connected- Free_Wi-Fi」を利用

すれば、1 回の登録で同様のサービスの利用も可能。   
◎ 一般的な Wi－Fi 接続サービスが、料金の関係もあり、1 日 4 回、5

分というケースが多い中で、１回あたりの利用時間が 30 分で、24 時

間利用可能というケースは大変珍しく、更に無料となっていることか

ら、利用者にとっては利便性に優れており、観光客の誘客にも大きな

効果があるとされている。 

 

５ Wi－Fi 接続先サーバの仕様 

・5 年間利用可能（Ｈ28．4.1～Ｈ33．3.31） 

・最大 100AP が接続可能（AP＝無線アクセスポイントのことで、電波を発

生させる機械。この場合は無線ルーターの数のこと） 

・上記ライセンスについて、整備時に、受託者である（株）倉敷ケーブル

テレビが一括購入 

 

６ その他（予算額、周知方法等） 

（1）倉敷フリーWi-Fi 整備費用等について 

これまでの倉敷市におけるフリーWi-Fi 整備費用等については、初

年度（平成 27 年度）に倉敷駅から倉敷美観地区を全面的に整備ほか、

サーバ代も含めて約 3,000 万円であった。平成 28 年度は、児島地区の

整備等のため約 2,700 万円、平成 29 年度は、玉島地区の整備ととも
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に、倉敷美観地区の拡充もあり、約 2,600 万円の予算となっている。 

予算の内訳は、全てが工事費用というわけではなく、ランニングコス

トも大きなウェートを占めている。平成 29 年度について見た場合、倉

敷市では約 70 の無線アクセスポイントの整備を予定しているが、電気

代やアクセスポイントのインターネット回線の使用料（一口 4,000～

5,000 円／月）のほか、保守点検費用などを含めると約 550 万円となり、

予算総額 2,600 万円から見ると結構な割合を占めているといえる。 

なお、現在倉敷フリーWi-Fi 整備事業は国からの補助は受けていな

いが、平成 26 年度については、総務省の「地域公共ネットワーク等強

じん化事業費補助金」により、文化財に係る部分について、Wi-Fi ステ

ーション及び無線アクセス装置の整備を行っている。 

「地域公共ネットワーク等強じん化事業費補助金」（総務省） 

〔観光・防災 Wi-Fi ステーション整備事業〕 

観光情報や防災情報等、地方公共団体から観光客や住民等に提供す

べき情報を配信するために、Wi-Fi ステーション（無線アクセス装

置及び情報配信に資する機材を搭載した設備）及び無線アクセス装

置を（世界遺産、博物館、都市公園、文化財等のいずれかの個所に

おいて）整備するとともに、これらを通じて観光客や住民等に提供

すべき情報を配信する機能を有する情報通信環境を構築する事業  
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○平成 29 年度 

費目  当初予算  概  要  備考  

電気使用料 214 千円 

街路灯等､倉敷市管理物件に取り付けた

無線機器の電気料金(電力会社への支

払)と民間施設へ整備した機器の電気代 

 

通信回線料 2,117 千円 
無線ｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄの通信経路である､ｲﾝﾀｰﾈ

ｯﾄ回線の使用料 

48 回線（本年度

整備分を含む） 

運用委託料 3,166 千円 
Wi-Fi 環境の正常動作のための保守管理

費用 
 

整備委託料 20,923 千円 
Wi-Fi 整備委託料（認証ｻｰﾊﾞ 50 回線増

設費用含む） 

玉島地区、倉敷地

区に追加整備 

設置使用料 22 千円 
倉敷地区 Wi-Fi 設備設置にかかる施設

使用料 
 

計 26,442 千円   

 
○平成 28 年度 

費目  当初予算  概  要  備考  

電気使用料 137 千円 
街路灯等､倉敷市管理物件に取り付けた
無線機器の電気料金(電力会社への支
払)と民間施設へ整備した機器の電気代 

 

通信回線料 1,249 千円 
無線ｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄの通信経路である､ｲﾝﾀｰﾈ
ｯﾄ回線の使用料 

29 回線（本年度

整備分を含む） 

運用委託料 1,625 千円 
Wi-Fi 環境の正常動作のための保守管理
費用 

 

整備委託料 24,000 千円 

Wi-Fi 整備委託料（鷲羽山への光ｹｰﾌﾞﾙ

敷設費用含む） 

※平成 28 年 10 月より運用開始 

児島地区整備（一
部面的整備） 
8 カ所に 22 ｱｸｾｽ
ﾎﾟｲﾝﾄ設置 

計 27,011 千円   

 

○平成 27 年度 

費目  補正予算  概  要  備考  

整備委託料 30,000 千円 
認証ｻｰﾊﾞ整備費用を含む 

※平成 28 年 4 月 1 日より運用開始 

倉敷駅～倉敷美観
地区を面的整備 
15 カ所に 25 ｱｸｾｽ
ﾎﾟｲﾝﾄ設置 
100 回線契約（認
証ｻｰﾊﾞ） 

 
※平成 26 年度地域公共ネットワーク等強じん化事業費補助金 4,465 千円 受領

（平成 27 年 10 月申請，平成 28 年 4 月交付） 
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（2）倉敷フリーWi-Fi についての主な広報手段について 

倉敷フリーWi-Fi については、倉敷市の総合観光パ

ンフレットに掲載するほか、外国語のパンフレットに

も掲載。このほか、チラシ、ポスター、ステッカー、

公式観光サイトにおいても周知を行っている。 

その結果、月平均で約１万件の利用があり、利用実

績も右肩上がりとなっている。          ○倉敷フリーWi-Fi ステッカー 

倉敷フリーWi-Fi をはじめとする、高梁川流域 Wi-Fi 整備事業の推

進が、今後多くの各観光スポットで旅行者が写真撮影を行い、その場で

SNS により、観光客自身が発信した情報を発信することで、倉敷市をは

じめ、圏域のアピールにつながるものと期待されている。 

 

広報手段  数量等  備考  

①  観光パンフレットへの掲載  80,000 部 
外国語パンフレットにも随
時掲載中  

②  倉敷フリーWi-Fi チラシ作成  15,000 枚 
アクセスポイント・観光案
内所・商店街等に配布  

③  倉敷フリーWi-Fi ポスター作成  50 枚 
アクセスポイント周辺に貼
付  

④  倉敷フリーWi-Fi ステッカー作成  50 枚 
アクセスポイント周辺に貼
付  

⑤  

倉敷市公式観光サイト「倉敷観光
WEB」への掲載  
該当ページの多言語化（日・英・仏・
韓・簡体字・繁体字）  

 トップページに常時掲載中
https://www.kurashiki-
tabi.jp/ryuiki/wifi/ 

⑥  市内観光案内板へのステッカー貼付 13 箇所 平成 29 年 1 月に貼付 

⑦  メディアへの広報依頼   地元メディアへ掲載 

⑧  バス旅行会社への広報依頼  3 法人 
バスガイド研修で情報提供
していただく 
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７ フリーWi-Fi エリア 

現在、Wi-Fi が無料で使えるエリアは以下のとおりとなっている。 

≪倉敷市≫ 

○倉敷エリア  

 

 

○児島エリア  
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≪笠岡市≫ 

 

 

≪高梁市≫ 
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≪総社市≫ 

 

 

≪矢掛町≫ 
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現地調査の模様  

 
高梁川流域連携中枢都市圏について説明を受ける① 

高梁川流域 Wi-Fi 整備事業の説明を受ける 

           （於･倉敷美観地区）

データ分析に関する説明を受ける（於･データクレイドル）

Wi-Fi 設備の設置状況（画面中央）（於･倉敷美観地区）

データで紡ぐ高梁川流域連携事業の説明を受ける②

高梁川流域連携中枢都市圏について説明を受ける②

高梁川流域連携中枢都市圏について説明を受ける③ データで紡ぐ高梁川流域連携事業の説明を受ける①  
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（４）青森県八戸市 

○ 年 月 日：平成29年 5月 30日（水）～31日（木） 

○ 場  所：青森県八戸市 

○ 調査目的：平成 21 年度に、八戸市、三戸町、五戸町、田子町、南部町、階

上町、新郷村、おいらせ町の 8市町村にて八戸圏域定住自立圏を形

成し、ドクターカーの運行及び路線バスの上限運賃化など、各種連

携事業を展開することで、圏域全体の生活関連機能サービスの向上

に成果を上げていた。 

平成 29（2017）年 1月 1日には、中核市に移行したことにより、

連携中枢都市圏の連携中枢都市としての要件を満たし、3 月 22 日

に八戸圏域連携中枢都市圏を形成したところである。 

こうした状況の中、平成 28・29 年度テーマ「都市における広域

連携のあり方」の調査研究に資するため、八戸圏域連携中枢都市圏

において取り組んでいる救急医療体制及び子育て支援の充実への

取組を調査し、都市における広域連携のあり方を探ることとした。 

 

１ 八戸圏域連携中枢都市圏の概要 

（１）八戸圏域連携中枢都市圏の概況について 

 八戸圏域連携中枢都市圏は、青森県南東部に位置

する人口約 33 万人を擁する北東北の中核都市圏で

あり、人口約 23 万人の八戸市を中心に、古く藩政

時代から同じ南部藩としてともに歩んできた三戸

町、五戸町、田子町、南部町、階上町、新郷村、

おいらせ町の 8市町村で構成されている。 

 圏域の取組を展開するにあたり、形成の意義の理

解と、連携する取り組み等を周知、広報していくた

め、親しみやすさや、呼びやすさ等を考慮し、圏域

の愛称とロゴを定めており、「八戸都市圏」は、圏域の正式名称である八戸圏

域連携中枢都市圏の略称、「スクラム 8」は、圏域 8市町村がスクラムを組んで

連携することを意味するものである。 

八戸圏域連携中枢都市圏
の構成市町村 

八戸圏域連携中枢都市圏
の「愛称」と「ロゴ」 
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なお、スクラムは、ラグビーのスクラムをイメージしており、「一丸となっ

て連携し、同じ目的に向かってひとつの方向を向いている状態」を表す言葉と

して採用している。 

その中心市である八戸市は、農水畜産業や商工業、流通・サービス業といっ

た多様な産業集積や、陸、海、空の交通アクセスに恵まれており、通勤・通学、

医療、買物等の日常生活圏が形成されている。 

昭和 39（1964）年の新産業都市指定を契機に港湾や道路、工業団地などのイ

ンフラの整備が進み、臨海部には、製紙、金属、造船等の企業や飼料穀物コン

ビナート、LNG（液化天然ガス）輸入基地が立地している。また、高精度センサ

や金属粉末等の製造、開発を行う高度技術産業、ソフトウェア産業、IT・テレ

マーケティング産業等が集積し、北東北随一の工業都市である。 

また、水産業については、国が特に重要な漁港として指定している特定第 3

種漁港があり、全国でも上位の水揚げ数量と金額で国内有数の漁業基地を擁し

ている。 

（２）八戸圏域連携中枢都市圏の現状・特徴について 

圏域内の交通について、鉄道は、東北新幹線、JR 八戸線及び青い森鉄道線、

路線バスは八戸市営バス、南部バス及び十和田観光バスがあり、全ての市町村

においてコミュニティバスが導入されている。 

道路網は、高速道路のインターチェンジが八戸市に 5か所、階上町に 2か所、

おいらせ町に 2か所の計 9か所設置されている。 

各町村から八戸市までの距離と所要時間については、最も離れている田子町

で距離にして 40 ㎞、自動車での所要時間は約 1時間である。 

通勤及び通学圏については、平成 22 年国勢調査によれば八戸市への通勤状況

は、階上町が 57.1％と高い依存度を示しているほか、南部町、五戸町、おいら

せ町の順に高くなっておりいずれも 20％以上である。通学については、階上町

が 84.9％と高い依存度を示しているほか、新郷村、南部町、五戸町、おいらせ

町、三戸町の順で高くなっており、いずれも 20％以上の依存度を示している。 

医療圏については、平成 23 年の青森県受療動向調査による八戸市内の病院へ

の入院の動向（入院者比率）をみると、階上町が 97％、南部町が 58％と半数を

超える依存度を示しており、他の町村においても 30％を超えている。 
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区分 八戸市 三戸町 五戸町 田子町 南部町 階上町 新郷村 おいらせ町

人口総数（人） 237,615 11,299 18,712 6,175 19,853 14,699 2,851 24,211 

昼夜間人口比率（％） 105.1 100.0 90.3 98.3 85.3 73.1 91.7 86.7 

八戸市への通勤率(％) － 8.2 24.1 3.5 26.9 57.1 6.6 21.3 

八戸市への通学率(％) － 24.9 42.1 10.9 45.6 84.9 47.5 25.1 

八戸市への入院者率(％) － 45.1 40.4 48.4 58.0 97.0 36.6 44.5 

※八戸圏域連携中枢都市圏ビジョン≪圏域の概況・中長期将来像編≫（平成 29年 3 月）より作成 
※出典：人口総数、昼夜間人口比率、通勤率、通学率は平成 22 年国勢調査（総務省統計局より） 
    入院者率は青森県受療動向調査（平成 23 年） 
 

２ 八戸圏域定住自立圏・八戸圏域連携中枢都市圏の取組 

（１）八戸圏域定住自立圏から八戸圏域連携中枢都市圏への経緯について 

総務省では、平成 20（2008）年 7月 4日から 8月 29 日までの間に、定住自立

圏の形成に先行して取り組む市町村の募集を行い、10 月 28 日に先行実施団体と

して八戸市が選定された後、3月 19 日に中心市宣言を行った。 

その後、平成 21（2009）年 9 月に、定住自立圏形成協定の締結について各議

会で議決が行われ、同年 9月 24 日に、八戸市長と関係 7町村長の 1対 1で締結

する八戸圏域定住自立圏形成協定調印式が行われた。 

一方で、同年 9月 9日に八戸市、三戸町、五戸町、田子町、南部町、階上町、

新郷村、おいらせ町の 8 市町村議会議員の有志（全議員）で構成された「八戸

圏域定住自立圏形成促進議員連盟」が設立され、同日に総務省より定住自立圏

構想の担当者を講師に招いて講演会等を開催し、定住自立圏への理解を深める

とともに、関係市町村との意見交換を行っている。 

形成協定の締結後、圏域の将来像や形成協定に基づき推進する具体的な取組

を定めるため、中心市である八戸市において、民間や地域の関係者で構成され

る「圏域共生ビジョン懇談会」にて協議し、関係市町村長で構成される「八戸

圏域定住自立圏関係市町村長会議」において八戸圏域定住自立圏共生ビジョン

を策定した。 

八戸圏域定住自立圏形成促進議員連盟では、締結後も引き続き定住自立圏へ

の理解と交流を図るため 8 市町村の持ち回りで勉強会・視察会を開催し、八戸

圏域において連携中枢都市圏への移行を検討するに伴い、平成 28（2016）年 10

月 21 日に目的と名称を変更する規約の改正を行い、八戸圏域連携中枢都市圏形

成促進議員連盟となった。 
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その後、平成 29（2017）年 1月 1日に中核市に移行し、同年 3月 22 日に 8市

町村長等にて八戸圏域連携中枢都市圏連携協約調印式を行い、8市町村による八

戸圏域連携中枢都市圏が形成された。 
 

年 度 月 日 
八戸圏域定住自立圏の形成 

の経緯 
月 日 

八戸圏域定住自立圏形成促進議

員連盟の経緯 

平成 

20（2008）

年度 

10月28日 

 

3月19日 

総務省から先行実施団体（全国18

圏域（中心市20市））に選定 

八戸市が中心市宣言 

  

平成 

21（2009）

年度 

9月 

 

 

9月24日 

 

 

10月15日 

 

11月18日 

 

12月22日 

 

2月16日 

 

2月22日 

 

 

構成市町村において、定住自立圏

形成協定の締結について、各議会

で議決 

八戸市長と関係7町村長とが、1対

1で形成協定を締結（八戸圏域定

住自立圏形成協定調印式） 

第1回八戸圏域定住自立圏共生ビ

ジョン懇談会を開催 

第2回八戸圏域定住自立圏共生ビ

ジョン懇談会を開催 

第3回八戸圏域定住自立圏共生ビ

ジョン懇談会を開催 

第4回八戸圏域定住自立圏共生ビ

ジョン懇談会を開催 

八戸圏域定住自立圏関係市町村

長会議を開催し、八戸圏域定住自

立圏共生ビジョンを策定 

9月9日 

 

 

同 日 

 

11月26日

 

2月19 日

 

 

 

 

 

設立総会開催（八戸市） 

議題：規約の制定について、役員

の選任について 

第1回定住自立圏の形成に関する

講演会 参加（八戸市） 

第2回定住自立圏の形成に関する

講演会 参加（南部町） 

第3回定住自立圏の形成に関する

講演会 参加（八戸市） 

 

 

 

 

 

平成 

22（2010） 

年度 

8月20日 

 

9月17日 

 

11月19日 

 

12月 

 

 

12月22日 

 

 

1月13日 

 

2月1日 

 

第5回八戸圏域定住自立圏共生ビ

ジョン懇談会を開催 

八戸圏域定住自立圏共生ビジョ

ンの一部変更 

第6回八戸圏域定住自立圏共生ビ

ジョン懇談会を開催 

構成市町村において、定住自立圏

形成協定の一部を変更する協定

の締結について、各議会で議決 

八戸市長と関係7町村長とが、形

成協定の一部を変更する協定を

締結 

第7回八戸圏域定住自立圏共生ビ

ジョン懇談会を開催 

八戸圏域定住自立圏共生ビジョ

ンの一部変更 

5月20日 

 

 

同日 

 

6月4日 

 

 

 

 

 

7月16日 

 

2月14日 

 

総会開催（五戸町） 

議題：本県へのドクターヘリ2機

目の配備に係る決議について 

第4回定住自立圏の形成に関する

講演会 参加（五戸町） 

青森県要望（青森県議会有志議員

団と連名） 

内容：ドクターヘリの県立中央病

院と八戸市立市民病院との共同

運航及び本県への2機目の導入促

進 

第5回定住自立圏の形成に関する

講演会 参加（階上町） 

第6回定住自立圏の形成に関する

講演会 参加（おいらせ町） 

平成 

23（2011）

年度 

8月24日 

 

11月15日 

 

12月 

 

 

12月20日 

 

 

1月27日 

第8回八戸圏域定住自立圏共生ビ

ジョン懇談会を開催 

八戸圏域定住自立圏関係市町村

長会議を開催 

構成市町村において、定住自立圏

形成協定の一部を変更する協定

の締結について、各議会で議決 

八戸市長と関係7町村長とが、形

成協定の一部を変更する協定を

締結 

第9回八戸圏域定住自立圏共生ビ

8月24日 

 

同 日 

 

2月15日 

 

 

 

 

 

 

総会開催（三戸町） 

議題：役員の改選について 

第7回定住自立圏の形成に関する

講演会 参加（三戸町） 

第8回定住自立圏の形成に関する

講演会 参加（八戸市） 
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年 度 月 日 
八戸圏域定住自立圏の形成 

の経緯 
月 日 

八戸圏域定住自立圏形成促進議

員連盟の経緯 

 

2月17日 

 

3月15日 

 

ジョン懇談会を開催 

第10回八戸圏域定住自立圏共生

ビジョン懇談会を開催 

八戸圏域定住自立圏共生ビジョ

ンの一部変更 

平成 

24（2012）

年度 

  5月18日 

 

10月1日 

 

2月18日 

 

 

 

同 日 

 

2月22日 

 

 

第9回定住自立圏の形成に関する

講演会 参加（田子町） 

第10回定住自立圏の形成に関す

る講演会 参加（新郷村） 

総会開催（八戸市） 

議題：衆議院議員選挙の区割り再

編について（五戸町・平内町の青

森2区編入案について） 

定住自立圏構想推進シンポジウ

ム in 八戸 参加（八戸市） 

総務省要望 

内容：衆院選区割り見直しにおけ

る青森2区への五戸町編入反対に

ついて 

平成 

25（2013）

年度 

12月25日 

 

1月20日 

 

2月24日 

 

同 日 

 

3月 

 

 

3月20日 

 

 

同 日 

 

平成25年度第1回八戸圏域定住自

立圏共生ビジョン懇談会を開催 

平成25年度第2回八戸圏域定住自

立圏共生ビジョン懇談会を開催 

平成25年度第3回八戸圏域定住自

立圏共生ビジョン懇談会を開催 

八戸圏域定住自立圏関係市町村

長会議を開催 

構成市町村において、定住自立圏

形成協定の一部を変更する協定

の締結について、各議会で議決 

八戸市長と関係7町村長とが、形

成協定の一部を変更する協定を

締結 

第2次八戸圏域定住自立圏共生ビ

ジョンを策定 

5月20日 

 

 

 

 

同日 

 

8 月20日

 

 

 

同日 

 

10月11日

 

 

 

同日 

視察会開催（八戸市） 

内容：八戸市第三魚市場(ハサッ

プ対応型荷捌き施設Ａ棟)視察、

地球深部探査船「ちきゅう」調査

事業に係る調査 

第11回定住自立圏の形成に関す

る講演会 参加（八戸市） 

視察会開催（南部町） 

内容：白華山法光寺 視察、南部

町医療健康センター建設事業に

係る調査 

第12回定住自立圏の形成に関す

る講演会 参加（南部町） 

視察会開催（五戸町） 

内容：ひばり野公園サッカー場、

ＪＡ八戸ながいも洗浄選別施設

視察 

第13回定住自立圏の形成に関す

る講演会 参加（五戸町） 

平成 

26（2014）

年度 

6月24日 

 

11月11日 

 

12 月 

 

 

12月16日 

 

 

1月7日 

 

1月14日 

2月23日 

 

平成26年度第1回八戸圏域定住自

立圏関係市町村長会議を開催 

平成26年度第2回八戸圏域定住自

立圏関係市町村長会議を開催 

定住自立圏形成協定の一部を変

更する協定の締結について、議会

で議決 

八戸市長と関係町村長とが、形成

協定の一部を変更する協定を締

結 

平成26年度第1回八戸圏域定住自

立圏共生ビジョン懇談会を開催 

パブリックコメント実施 

平成26年度第2回八戸圏域定住自

立圏共生ビジョン懇談会を開催 

6月28日 

7月17日 

 

 

同日 

 

10月10日

 

同日 

 

同日 

 

12月18日

 

 

中核市講演会（八戸市） 

視察会開催（階上町） 

内容：わっせ交流センター、町営

放牧場視察 

第14回定住自立圏の形成に関す

る講演会、交流会（階上町） 

視察会開催（三戸町） 

内容：小中一貫三戸学園視察 

総会開催（三戸町） 

議題：規約の一部改正について 

第15回定住自立圏の形成に関す

る講演会、交流会（三戸町） 

視察会開催（おいらせ町） 

内容：大山将棋記念館、みなくる

館視察 
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年 度 月 日 
八戸圏域定住自立圏の形成 

の経緯 
月 日 

八戸圏域定住自立圏形成促進議

員連盟の経緯 

3月24日 

 

第2次八戸圏域定住自立圏共生ビ

ジョンの一部変更 

同日 

 

1月22日 

 

 

2月16日 

第16回定住自立圏の形成に関す

る講演会、交流会（おいらせ町）

総務省要望 

内容：新たな広域連携モデル構築

事業の要件緩和について 

連携中枢都市圏講演会（八戸市）

平成 

27（2015）

年度 

6月1日 

 

1月18日 

 

3月23日 

 

平成27年度第1回八戸圏域定住自

立圏関係市町村長会議を開催 

平成27年度第2回八戸圏域定住自

立圏関係市町村長会議を開催 

平成27年度第3回八戸圏域定住自

立圏関係市町村長会議を開催 

8月22日 

 

 

 

 

同日 

 

10月16日

 

 

 

同日 

 

11月21日

 

 

12月12日

総会開催（八戸市） 

議題:(1)これまでの活動経過に

ついて、(2)役員(案)について、

(3)平成27 年度事業計画(案)に

ついて 

中核市市民シンポジウム（八戸

市） 

視察会開催（田子町） 

内容:田子町にんにく専用ＣＡ冷

蔵庫視察、県境産業廃棄物不法投

棄現場視察 

第17回定住自立圏の形成に関す

る講演会、交流会（田子町） 

総務省要望 

内容:連携中枢都市圏に対する財

政措置の拡充について 

連携中枢都市圏講演会（八戸市）

平成 

28（2016）

年度 

6月 

 

 

6月20日 

 

 

7月14日 

 

構成市町村において、定住自立圏

形成協定の一部を変更する協定

の締結について、各議会で議決 

八戸市長と関係町村長とが、形成

協定の一部を変更する協定を締

結 

平成28年度第1回八戸圏域定住自

立圏共生ビジョン懇談会を開催 

9月3日 

 

10月21日

 

 

 

 

同 日 

 

 

同 日 

中核市移行記念シンポジウム（八

戸市） 

視察会開催（新郷村） 

内容:間木ノ平グリーンファーム

「ミルク＆ハム工房」視察 

新郷温泉館木質ボイラー施設視

察 

総会開催（新郷村） 

議題:当該議員連盟の名称変更及

び規約の一部改正について 

第18回定住自立圏の形成に関す

る講演会、交流会（新郷村） 

※八戸圏域連携中枢都市圏ビジョン≪圏域の概況・中長期将来像編≫（平成 29年 3 月）より作成 
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（２）定住自立圏連携事業の費用負担について 

 八戸圏域定住自立圏の費用負担については、4つの基本パターンに分けており、

その基本パターンに 4つの積算方法を事業毎にあてはめている。 

①従来八戸市が実施してきた事業で、関係町村に拡大して実施する場合 

ア 関係町村に拡大しても経費の増加にならない 

八戸市が引き続き従前の経費を負担する。 
例）特別保育事業、農業情報提供事業（農業経営振興センターの運営） 

生涯学習情報提供事業（市民大学講座開催）、職員合同研修、 
NPO 等に係る各種情報提供支援体制事業（わいぐ管理委託） 
ファミリーサポートセンター事業 等 

イ 関係町村に拡大することにより事務量が増加したり、備品その他の

準備が必要となるなど、経費が増加する事業 

（ア）経費が利用実績に左右されない事業 

八戸市が引き続き従前の経費を負担するとともに、八戸市を除く

関係町村が、表 1の負担割合により、経費の増加分を負担する。 
例）安全・安心情報発信事業の圏域拡大 等 

（イ）経費が利用実績により変動する事業 

八戸市が引き続き従前の経費を負担するとともに、八戸市を含め

た関係町村が、表 1 の負担割合により、経費の増加分を負担する。 
例）勤労者福祉サービスセンター事業 等 

②八戸圏域において新たに実施する事業 

必要経費について、関係市町村が表 1の負担割合により、負担する。 
例）ドクターカー運行事業、高齢者福祉合同研修会の開催、 

障がい者福祉合同研修会の開催、観光 PR 推進事業、 
はちのへ青年倶楽部カダリスタの運営 等 

③個別に協議が必要な事業 

事業内容に応じて、個別に対応（協議）する。 
例）医師派遣事業、南郷そば振興センター共同利用事業、 

圏域公共交通計画の推進（広域路線バス上限運賃化実証実験など） 等 

④従来から実施している事業を各市町村がそれぞれ運営（実施）する場合 

各市町村が、それぞれ必要経費分を負担する。 
例）ICT インフラ整備事業、グリーン・ツーリズム推進事業、 

一般廃棄物不法投棄防止事業 等 
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表 1 具体的負担割合の設定 

項

目 
積算方法 

具体的負担割合の設定基準 

（理由） 

具体的負担割合

（％） 
設定事業 

A 人口割り※1 

受益対象として全ての住民

が見込まれるもの。また、特に

実績等を伴わず、周知・啓発等

が中心となるもの。 

 

例）ごみ焼却施設管理費運営費

し尿処理施設管理費運営費

八戸市 70.84 

三戸町 3.37 

五戸町 5.58 

田子町 1.84 

南部町 5.92 

階上町 4.38 

新郷村 0.85 

おいらせ町 7.22 

・高齢者福祉合同研修会の

開催 

・障がい者福祉合同研修会

の開催 

・安全・安心情報発信事業

の圏域拡大 

・はちのへ青年倶楽部カダ

リスタの運営（人口は 20

～30 代を対象として積

算） 

B 

人口割り 

＋ 

実績按分※2 

受益対象としておよそ全て

の住民が見込まれるが、実際に

は年度による実績の変動が大

きく見込まれるとともに、事業

の実施にあたっては、いわゆる

待機料（人件費・光熱水費等）

を必要とするなど、単なる人口

割り又は実績按分だけでは、適

正な負担割合が得られないと

思われるもの。 

 事業の継続性に配慮し、適正

な負担割合に近づけるため、人

口割りと実績按分の併用比率

とする。 

事業（サービス）

ごとに積算 

また、併用比率

の算定において

は 

人口:実績=5:5

とする 

勤労者福祉サービスセン

ター事業 

実績＝登録会員数 

※当面は、市負担のみ 

C 

基準財政需

要額による

按分※3 

 基準財政需要額は、合理的か

つ妥当な水準の行政運営を行

うために必要な標準的財政経

費として普通交付税算定の基

準となっており、広域事務組合

事業の一部で負担金算出のた

めに用いられていることから、

類似の事業等に適用するもの

である。 

 

例）広域事務組合一般事務費 

広域事務組合消防費 

八戸市 64.2682 

三戸町 4.3719 

五戸町 6.8484 

田子町 3.2994 

南部町 8.1939 

階上町 4.0248 

新郷村 2.2308 

おいらせ町6.7626

※当該割合は、平

成27年度一般事務

経費（総務費） 

観光 PR 事業（圏域観光パ

ンフレットを増刷する場

合） 

D 

基準財政需

要額による

按分 

＋ 

実績按分※4 

 基準財政需要額による按分

の場合であって、年度による実

績の変動が大きく、待機料等も

必要な場合で、単なる基準財政

需要額による按分又は実績按

分だけでは得られないと思わ

れるもの。 

 事業の継続性に配慮し、適正

な負担割合に近づけるため、基

準財政需要額による按分と実

績按分の併用比率とする。 

事業（サービス）

ごとに積算 

また、併用比率

の算定において

は基準財政需要

額:実績=5:5 と

する 

ドクターカー運行事業 

実績=出動回数（事態発生

場所） 

※1 人口は、国勢調査による。 
※2実績に用いる基準については、事業ごとに設定。 
※3 実際の算定に当たっては、広域事務組合の例により、旧八戸市分を 61％に固定し、残り

の町村分を算定する。 
※4実績に用いる基準については、事業毎に設定。 
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（３）八戸圏域定住自立圏時からの取組について 

 ①ドクターカー運行事業 

ドクターカー運行事業は、平成 21（2009）年 3 月から運行を開始したドク

ターヘリ（青森県事業）との一体的運用により、救急体制の一層の充実を図

るため、平成 22（2010）年 3 月より圏域の拠点病院である八戸市立市民病院

にドクターカーが配備された。 

その後、平成23（2011）年1月に2号車が寄付され、更に平成28（2016）年7

月には緊急的な処置等を行うことが可能なドクターカーV3の運行が開始された。 

ドクターカーの運用は、消防本部の要請を受け医師が救急現場へ出勤し、搬

送途中の救急車と合流することで、迅速に救急患者に対応することができる。 

また、ドクターヘリが出動できない夜間や悪天候時等の対応が可能であり、

心肺停止など重篤状態の患者の救命率向上が期待されている。 

出動状況は平成 22（2010）年 3 月 29 日の運行開始から平成 29 年 3 月末ま

での間に 8,344 件あり、その内、平成 28（2016）年 12 月末時点で、劇的救命

（予測救命率 50％以下の患者の救命）の件数は 151 件であった。 

 ②八戸圏域公共交通計画 

八戸圏域公共交通計画を作成するにあたり、バスの利

用について住民アンケートを実施し調査したところ、不

便に感じる点として運賃が高いといった回答が多く、特

に市中心よりも町村部においてその傾向が顕著であった。 

八戸圏域公共交通計画の推進では、圏域住民の生活及

び交流を促進するため、圏域内の複数市町村を跨ぐ広域

バス路線を対象に、500 円上限運賃化実証実験（八戸

市内は上限 300 円）を実施し、平成 25（2013）年 10

月 1 日より上限運賃を本格的に導入している。 

年間輸送人員の状況について、平成 15（2003）年から平成 22（2010）年ま

では平均 7.1％の割合で減少していたが、路線バスの上限運賃を導入した平成

23（2011）年から平成 27（2015）年に平均 1.4％増加し、平日 1 日当たりの

利用者数（運賃支払者数）は導入前に比べ平成 26（2014）年 9月には 15.1％

増加した。 

八戸圏域定住自立圏路線
バス上限運賃化実証実験

の案内 
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 ③安全・安心情報配信サービス 

緊急情報や気象、火災、防犯、交通安全、消費生活、インフルエンザ等の感染

症等に関する地域情報を、住民の携帯電話やパソコンのメール、又はスマートフ

ォン向けアプリにお知らせする「ほっとスルメール」を圏域全体へ配信している。 

登録者数は圏域全体で 46,981 人（平成 29（2017）年 3月末時点）、うち圏

域町村の方が 8,957 人となっている。 

これまでの動きとして、まず八戸市において平成 20（2008）年 2 月にサー

ビスを開始し、定住自立圏に移行した平成 22（2010）年 12 月 17 日に 7 町村

でもサービスを開始した。平成 25（2013）年 3 月からはエリアメール、緊急

速報メールと連動し、平成 26（2014）年 2 月からスマートフォン向けアプリ

の運用を開始している。 

 ④広域的体験学習支援事業 

圏域内の学校教育の充実を図るため、圏域 8 市町村の小学校による圏域内の文

化、スポーツ等の公共施設を活用した児童対象の体験学習の実施を支援している。 

8 市町村としては、圏域の小学校に交通手段の支援（バスの借上料）や有料

の視察先があれば無料化しており、圏域小学校は圏域公共施設にて体験学習

を実施している。 

利用者数について、平成 27 年度の活用実績は圏域の合計で 108 校の 4,802

人、平成 28 年度 122 校の 5,557 人と圏域の約 8割の学校が活用しており、今

後も多くの学校に使ってもらえるよう取り組んでいる。 

 

３ 八戸圏域連携中枢都市圏の今後の取組について 

八戸圏域における連携事業は、23 施策 64 事業あり、圏域全体の経済成長の

けん引及び高次の都市機能を集積・強化を中心に新規事業を追加している。 

定住自立圏で実施していた事業は 28 事業あり、それらの事業については一

部統合や、内容の変更等を行って全事業を連携中枢都市圏に移行している。 

（１）圏域全体の経済成長のけん引 

圏域においては、港や道路、鉄道などの産業インフラが充実しており、高

度な技術を有する企業が数多く立地している。これらの地域資源を更に活用

するため、国内外への販路拡大及び企業誘致を推進し、各種制度の周知や企
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業同士を結びつけるような情報提供事業を進めていく。 

基本目標は、製造品出荷額等は、現状値 6,080 億円（平成 26（2014）年）を

震災前である平成22（2010）年の6,146億円までの回復を目指し、目標値を6,150

億円（平成 33（2021）年）、従業者数は人口減少が見込まれる中で、現状維持

を目標として現状値と同じ 14 万 1 千人（平成 26 年）を設定した。観光入込客

数の現状値は951万 7千人（平成26年）であり、各市町村の総合戦略における

目標値等を合算した1,020万人（平成33年）を目標に設定している。 

①テレマーケティング関連産業立地促進費補助金 

以前までは補助金算定に係る従業員の要件は、八戸市民に限り支給して

いたが、八戸圏域連携中枢都市圏の住民まで範囲が広がった。 

また、八戸 IT・テレマーケティング未来創造協議会を青森県と八戸市、

関係企業が連携して設立しており、即戦力となる人材を育成するため誘致

企業が地元教育機関で講義を行い、またインターンシップも積極的に受け

入れている等、人材育成の充実に取り組んでいる。 

現在、全体の従業員数は 1,230 人であるが、今後、関連企業の新規立地

と業務拡大による従業員者数増を見込んで 5 年間で 1,350 人に増やすこと

を目標としている。 

②八戸広域観光戦略推進事業 

観光戦略の取組内容として、「推進力を持った体制の強化」と、「連携

内容を実感できる取組実践」の 2つの基本戦略を位置づけている。 

推進力を持った体制の強化の施策は、事務局体制の強化が主な目標であ

り、事務局である八戸広域観光推進協議会の強化、構成員の拡充、運営の

重層化の 3つの重点施策を掲げている。 

連携効果を実感できる取組実践の具体的な施策としては、本戦略に関わ

る各主体 8 市町村の関係者が高い動機づけを持って主体的に取り組む必要

があるが、そのためには、はちのへエリア（観光分野においては、圏域 8

市町村を「はちのへエリア」と呼称している。）として連携する価値や効

果が実感できることが重要であるため、はちのへエリアの広域連携による

取り組みとして、特に成果が期待されかつ実施が望まれるものとして 5 つ

の施策を実施していくこととしている。 
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はちのへエリア広域観光戦略 -八戸広域観光戦略-概要版 
（平成29年3月 八戸広域観光推進協議会） 
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はちのへエリア広域観光戦略 -八戸広域観光戦略-概要版 
（平成29年3月 八戸広域観光推進協議会） 
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（２）高次の都市機能の集積・強化 

圏域内の重篤な患者に対する三次救急医療やハイリスクの妊娠・出産に対

する母子周産期医療など高度な医療サービスの提供や、文化芸術による創造

的な活動、スポーツにおける中心拠点の整備、高齢者や学生など自家用車を

利用できない住民の足となる広域的公共交通網など高度な中心拠点の整備・

広域的公共交通網の構築等を位置づけている。 

基本目標は、広域バス路線数 16 路線（平成 27 年度）を平成 33 年度まで維

持し、主要拠点施設（八戸ポータルミュージアム、八戸ブックセンター、八

戸市多賀多目的運動場、八戸市新美術館、八戸市屋内スケート場）における

利用者数 107 万 4 千人（平成 27 年度既存施設の計）を 124 万 4 千人（平成 33

年度）にすることを目標としている。 

①八戸ポータルミュージアム事業 

人、もの、文化など、地域の資源を紹

介し活用するとともに、中心市街地に人

と情報を集め、その交流を通したゆとり

や豊かさを圏域住民や観光客に提供す

る地域活性化の施設として展開するこ

ととしている。 

また館内には、圏域全体の生活関連機

能サービスの向上の事業の 1 つである「子育てつどいの広場事業」の施設

「こどもはっち」が併設されている。主に就学前の子どもと親子が利用し

八戸ポータルミュージアム「はっち」

はちのへエリア広域観光戦略 -八戸広域観光戦略-概要版 
（平成29年3月 八戸広域観光推進協議会） 
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八戸ポータルミュージアム「はっち」 
内の「こどもはっち」 

ており、地域の子育て支援の拠点施設と

して、親子を対象とした常設型の交流の

場となっている。 

圏域住民等の主催の文化芸術活動は現

在 20％（平成 27 年現在）であるが、25％

（平成 33 年度）を目標としている。 

②ブックセンター事業 

市長政策公約に掲げる「本のまち八戸」を推進する拠点施設として開設

した「八戸ブックセンター」は、提案型・編集型の陳列による本の閲覧ス

ペースの提供と販売、本に関するイベントの開催などを中心に、市内の民

間書店や図書館、住民活動と連携しながら、全国で類を見ない、これから

の時代にふさわしい本に関する公共サービスを構想し、提供している。 

平成28（2016）年12月に開設した八戸ブックセンターは来館者数を90,000

人（平成33年度）と設定しており、事業が社会に貢献する程度を分析する「費

用便益分析」により、1日の来館者数300人を目標値に設定している。 

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上 

圏域全体の生活関連機能サービスの向上においては、定住自立圏の施策か

ら引き継いでいる「ドクターカー運行事業」や「子育てつどいの広場事業」

等の社会福祉に関する事業があり、また、他の圏域において実施されている

施設の相互利用についても取り組むこととしている。 

基本目標は、圏域における合計特殊出生率現状 1.47（平成 20（2008）年か

ら平成 24（2012）年の平均）を 1.62（平成 33 年度）、転入者人口比率（転

入者数/住基人口）現状 2.78％（平成 27 年度）を 2.78％以上（平成 33 年度）、

転出者人口比率（転出者数/住基人口）現状 3.20％（平成 27 年度）を 3.20％

以下（平成 33 年度）、年少者人口比率（年少者数/住基人口）現状 11.95％（平

成 27 年度）を 11.95％以上（平成 33 年度）にすることを目標としている。 

①図書館相互利用事業 

図書館の利用については、県の事業として「青森県内図書館共通利用券」

があり、県内在住の方であれば図書館を利用することができるが、発行す

るには居住もしくは通勤、通学する市町村の図書館等での申込みとなる。 
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本事業の取組としては、圏域内在住の住民であれば、関係市町村が定め

る図書館、図書室において、身分証明書の提示等により利用登録し、貸し

出し可能とすることとしている。 

また、圏域内の保育園や小学校等の団体に団体貸し出しを行うこととし、

人口 100 人あたりの貸出冊数 277 冊（平成 27 年度）を 297 冊（平成 33 年

度）にすることを目標としている。 

 

４ 救急医療体制及び子育て支援に関する現地調査について 

（１）八戸市立市民病院（ドクターカー運行事業） 

県南地方の基幹病院として急性期医療及び高

度専門医療を担う八戸市立市民病院は、病床数

608、診療科数 31、駐車場は 800 台の八戸圏域の

中核病院であり、24 時間体制で重症な救急患者

を受け入れている。八戸市の救急体制として、休

日や夜間には複数の医療機関による輪番制の診療

体制がとられているほか休日夜間急病診療所が開

設されており、圏域内であれば必要なときに必要な医療を受けられる。 

また、八戸市立市民病院には救命救急センターが併設されており、ここを拠

点に青森県事業のドクターヘリの基地病院として運行を担うとともに、八戸圏

域 8市町村でドクターカーを運行するなど、救急医療体制が充実している。 

ドクターカーには救急車型で患者を乗せることができるタイプと、乗用車

型で患者収容設備がないタイプがあるが、八戸市立市民病院においては後者

のタイプを 3台導入している。 

導入されている 3 台のうち 1 台は八戸工業大

学との連携により開発した移動型緊急手術室

「ドクターカーV3」であり、大きなけがによる

大出血の患者や、心肺停止状態の患者に対し、

現地で手術や救命処置を行うことができる。 

ベースとなる車体はミニバンの中古車ではある

が、搭載されている設備は、手術用具や輸血、人工
ドクターカーV3 に搭載されている
設備について説明を受ける様子

八戸市立市民病院 
（同病院ホームページより）
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心肺装置等が搭載されており、車体の天井に固定したボックスに収納されているテ

ントを車体後部に広げテント内で手術や緊急処置を行う。 

テントの設営にかかる所要時間は週に 1 度の訓練を行っていることもあり

10 分以内に設営することができるが、平成 28（2016）年 12 月に発生した水

難事故においては、現場での設営にかかる所要時間は 5 分、人工心肺装置を

患者に装着する処置を 12 分で行うことができ患者も一命をとりとめた。 

運用に関しては、専属の運転手は4名（内1名は救命救急士の資格を所持）、

医師は当番制で 8名が専任で対応にあたる体制で運用しており、運行は午前 8

時から午後 11 時までとなっているが、時間外においては消防車両が病院へ医

師をピックアップして現場へ向かう体制をとっている。 

なお、日本病院前救急診療医学会による調査によれば、ドクターカーを保有す

る病院など全国397施設へ平成27（2015）年1月から3月の運用実態について調

査を行ったところ、409 ある運用体制のうち、調査対象の 3 ヶ月間で 1 度も出動

しない「休眠状態」だったのは274体制（67％）に上り、出動回数が3ヶ月に12

回以上は86体制（21％）、3ヶ月に1回から11回は49体制（12％）であった。 

保有する医療機関の約 7 割で休眠状態となっており、医師不足や運用コス

トが原因と見られているが、八戸市立市民病院においては、ドクターカーの

運用費用は 8 市町村で負担（具体的負担割合の設定の項目 D に該当）してお

り、平成 28 年度の運行実績は圏域全体で見ると、出動要請は 1,528 件、その

内患者と接触したのは 1,291 件、出動途中で治療の必要のない状態（復調）

の連絡があったため要請後にキャンセルとなったのは 237 件となっている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 町 村 別出 動回 数  

1,425

103

1,021

199

区分 出動要請 出動 患者接触

現場出動 1,476 1,476 1,242

転院搬送 52 52 49

計 1,528 1,528 1,291

区分 出動要請 出動 患者接触

外因性 361 361 311

内因性 1,167 1,167 980

計 1,528 1,528 1,291

八戸市立市民病院

その他の医療機関

八戸消防本部

八戸消防本部以外

現場出動・転院搬送の別

外因性疾患・内因性疾患の別

要請元消防本部

ドクターカー出動にかかる最終受入病院

平成 28 年度ドクターカー運行実績 
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八戸ファミリーサポートセンター 
のしくみ 

また調査時においては、ドクターカーの運用は 3 台であったが、平成 29

（2017）年 5 月 8 日には新たにハイブリッド車が 1 台寄付され、地域の救急

医療の発展と広域的な救急医療向上が期待されている。 

今後は、ドクターカーに係る高度医療機器等の装置や整備を強化し、心肺

停止傷病者の 1ヶ月後の生存率 7.2％（平成 27（2015）年調査時点）を 7.5％

（平成 33 年）を目標値とし、関係市町村との協議の上費用を負担、圏域内の

医療機関等との連携及び調整に努めることとしている。 

（２）八戸市社会福祉協議会と長坂保育園（ファミリーサポートセンター事業、

一時預かり事業、地域子育て支援拠点事業） 

①ファミリーサポートセンター事業 

ファミリーサポートセンター事業は、平成 6 年度に厚生労働省による国の

補助事業としてスタートして以来、全国的にセンター数は年々増加し、昨年

度から子ども・子育て支援新制度に位置付けられ、地域の子育て支援におい

て重要性を増している。 

事業の内容としては、かつての地縁、血縁機能を代替する相互援助活動を

組織化したものであり、会員は、育児の援助を行いたい人と受けたい人から

なり、急な残業や急用の際など、既存の体制では応じきれない臨時的、一時

的な保育ニーズに対応するなど、地域における育児に関する相互援助活動を

行うものである。 

八戸市においては、平成 18（2006）年 7月から事業を開始し、平成 22（2010）

年 12 月から八戸圏域定住自立圏の形成協定により 8市町村に拡大し、八戸市

の中核市移行に伴う平成 29（2017）年 4月の八戸圏域連携中枢都市圏発足後

も引き続き連携事業として行っている。 

なお、事業における市町村の負担割合については、サポートセンター登録

者の大多数が八戸市の市民であることか

ら、当面は連携市町村からの負担は求めな

いこととし、八戸市が全額負担している。 

ファミリーサポートセンターは、右の

図のような仕組みをしており、運営主体

は、社会福祉法人である八戸市社会福祉協議会が八戸市から委託され運営し

- 190 -



ファミリーサポートセンター事業の活動実績 

ている。 

主な活動としては、放課後児童クラブへの送迎、放課後児童クラブ終了後

の預かりが多く、次いで保育施設への送迎、保育開始前や保育終了後の預か

りとなっている。 

平成 20 年度から平成 28 年度までの活動実績をみると、平成 20 年度は活動

件数が非常に多く、平成 21 年度から平成 24 年度までは増加、その後平成 26

年度まで減少していたが、平成 27 年度には 909 件、平成 28 年度には 1,321

件と大幅な増加となっており、また提供会員も年々増加してはいるが、依頼

会員も同様に増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八戸市社会福祉協議会では、会員の募集や登録の他に、会員同士の相互援

助活動の連絡と調整を行っており、また提供会員を対象とした講習会を開催

している。 

講習会は、子どもと提供会員の活動中の安全を確保することを目的に、提

供会員が適切な知識取得をするため、厚生労働省推奨の「講習会カリキュラ

ム」を基に、提供会員養成講習会（12 時間）を年 2回実施し、これを終了し

た会員が活動を行えることとしている。 
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また、上記の講習会の他に、ステップアップ研修会の開催や、情報交換の

場を提供するための交流会を開催しており提供会員へのサポートを行ってい

る。 

両親の共働き等の要因もあって依頼会員及び活動件数が増加しファミリー

サポートセンター事業のニーズが高まってきているが、提供会員なるにあた

って送迎に関して車の利用が不可となっている等の制限もあり、子育て支援

に貢献したいが制度の関係上、提供会員になることができないといった場合

もある。 

今後の取組として、事業の対象区域を拡大し、圏域住民の利用を増やすと

ともに、関係町村においては事業の周知と積極的な活用を促し、登録会員数

を 714 人（平成 27 年度）から 850 人（平成 33 年度）にすることを目標とし

ている。 

②一時預かり事業と地域子育て支援拠点事業 

長坂保育園においては、一時預かり事業と

地域子育て支援拠点事業を行っている。 

一時預かり事業は、保育所等を利用して

いない児童を、必要に応じて一時的に保育

するものであり、対象となる児童は、①保

護者の就労、職業訓練、就学等により、週

3 日程度家庭における保育が困難となる児

童、②保護者の病気や災害、冠婚葬祭等により緊急、一時的に保育が困難と

なる児童、③私的理由（保護者の育児疲れ解消等）により一時的に保育が困

難となる児童である。 

利用時間は午前 8 時から午後 6 時までとなっており、対象年齢は 0 歳から

小学校就学前までの乳幼児とされている。 

地域子育て支援拠点事業は、地域子育て支援センターとして長坂保育園が

行っているものであり、絵本の読み聞かせや親子遊び、季節の行事などのほ

か、子育てに関する相談や情報の提供も行っており、また、保育園の園庭開

放、図書の貸し出し、子育てサークルへの支援なども行っている。 

利用時間は午前 10 時から午後 3時までとなっており、小学校入学前の子ど

長坂保育園の取組事業等について説明
を受ける様子 
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地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業の利用者数（8市町村合計） 

もとその保護者の方であれば利用することができる。 

長坂保育園は、一時預かり事業を平成 15（2003）年 5 月から、地域子育て

支援センターは平成 18（2006）年 4月から行っており、平成 25（2013）年 4

月には園舎を改築、平成 27（2015）年 4月に幼保連携型認定こども園に移行

した。 

幼保連携型認定こども園は、幼稚園的機能と保育所的機能の両方の機能を

あわせ持つ単一の施設であり、就学前の子どもに幼児教育、保育を提供する

機能（保護者が働いている、いないに関わらず受け入れて教育、保育を一体

的に行う）と、地域における子育て支援を行う機能（全ての子育て家庭を対

象に、子育て不安に対応した相談活動や、親子の集いの場の提供などを行う）

を備えている施設である。 

八戸市においては、平成 29（2017）年 4月現在認定こども園を 59 有してお

り、そのうち長坂保育園のような幼保連携型は 44 あり、それぞれの施設で子

育て中の家庭を支援する各種事業を行っている。 

なお、2つの事業の利用者数の推移は以下の表のとおりとなっており、今後

の取組として、一時預かり事業については、実施箇所数を 28 か所（平成 28

年（2016）実績）から 34 か所（平成 33 年度）にすることを目標としている。 

地域子育て支援拠点事業については、実施箇所数が 15 か所（平成 28 年度）

を維持し、引き続き当該事業の対象区域を拡大し、圏域住民の利用を供する

こととしている。 
 

年度 一時預かり事業 地域子育て支援拠点事業 

平成 23 年度 12,550 人 40,748 人 

平成 24 年度 12,077 人 40,540 人 

平成 25 年度 13,552 人 42,682 人 

平成 26 年度 11,797 人 34,855 人 

平成 27 年度 9,055 人 33,768 人 

平成 28 年度 11,732 人 34,640 人 
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現地調査の模様 

八戸圏域連携中枢都市圏形成促進議員連盟

会長の坂本美洋氏、八戸市議会事務局への挨拶

一時預かり保育事業、地域子育て支援拠点事業の

説明を受ける      （於：長坂保育園）

八戸ファミリーサポートセンター事業の説明を受ける

（於：八戸社会福祉協議会）

八戸圏域連携中枢都市圏の中心である八戸市中心

街の説明を受ける 

八戸圏域連携中枢都市圏の説明を受ける 

ドクターカー運行事業の説明を受ける② 

（於：八戸市立市民病院）

ドクターカー運行事業の説明を受ける① 

（於：八戸市立市民病院）

子育てつどいの広場事業の説明を受ける 

（於：八戸ポータルミュージアム内「こどもはっち」）
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